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　戦後の法制度がアメリカ法の圧倒的な影響によって　　当然，アメリカ法を対象とする比較法の隆盛をもたら
大きな転換をとげ，あるいは，とげつつあることは，　　したが，法制度の基礎構造である憲法の領域では，連
（ア2）
個 人 研 究
邦法の研究に比較してステート法のそれがいちじるし
くおくれていることは，こんにちまでのところ否定で
きないようである。このことは・日本の憲法制度の理
解・運用の上に少なからぬマイナスをあたえるであろ
う。
　わたくしは，過去数箇年，細々ながら，ステート憲
法の比較法的研究に微力をつくしてきたが，まだ見る
べき成果をあげるまでにいたっていないのは遺憾であ
る。37年度の明大社研の個人研究では憲法改正手続制
度と議会制度の一部について，若干の検討をした。詳
細は別紙の論文によって頂くとしてごくあらましを要
約すれば次のとおりの内容である。
（1）改憲手続制度
　まず，制憲権力の発動である改正（revision）と改憲
権力のそれである修正（amendment）とが法概念とし
て区別され，それに応じて手続を異にすることがステ
ート法の特色である。すなわち，前者のためには憲法
会議（costitutional　convention）の召集という特別な
手続が必要であるのにたいし，後者のためには，日本
国憲法96条と同方式がとられるほか，住民のイニシア
チーブをみとめる方式もある。
　憲法会議による改憲方式は，連邦も採用するところ
であるが，連邦で一度も適用された例がないのに反
し，ステートではかなり利用されてきた。この方式
は，まず先決投票（preliminary　vote）で，召集の可
否を決め，召集された憲法会議一議員資格は上院の
それ，規模は下院のそれが通例一の起草した改憲案
をレフェレンダムに付託して事を決するわけである。
この会議体の法的性格をどう把えるか，コソベンショ
ンアクトとの関連でとくに重要な問題とされている。
　議会による改憲発議をみとめる方式は，第1に改憲
を発議する議会の議決は一回では足りないとするステ
ートがかなりあることと，第2に発議の対象となる事
項にかなり大きな制限がついていること，第3に発議
の議決は両院のjoint　resolution形式をとること，第
4に住民投票に付する修正案の周知について時間的に
も，方法的にも，非常な周到さが要求されていること
などを特色としよう。
　イニシアチーブ方式は，もっとも新しいもので，全
体としてスイス型よりは，ワイマール型に近いという
感じがする。この方式には，議会の介入するものとし
ないものとがあるが後者が一般的である。
（2）議会制度
　議会制度といっても，たくさんの問題点を含んでい
るが，さしあたり，今年度は両院制と議席配分との二
点をとりあげてみた。
　両院制は，ステートの場合にも，圧倒的に優勢であ
ったし，現にあるといえるが，代表的な学老の意見
も，一般の世論も，むしろ両院制にたいしかなり批判
的である。ネブラスカのく実験》で一院制の利点がほ
ぼ確証された（1937年）のちは，なおさらであろうと
思われる。こういう情勢を背景に，あらためてステー
トの両院制の歴史と構造に一応のメスを入れてみたわ
けである。
　次に，議席配分の問題は，日本でも戦後の復興と都
市への人口移動とのため，しばしば問題とされてきた
点である。ステートの場合は，十年ごとのセンサスに
もとつく改訂が議会の憲法上の義務と規定されなが
ら，議会内の地方選出議員の反対のため，非常にしば
しば禦怠され，しかも司法部のこの種ケースにたいす
る消極的態度にも助長されて，困難な問題を生じてい
るQなぜ司法権は介入を避けるのか，代執行規定の新
設をはじめとする立法的対策はどの程度問題解決に役
立つであろうか，これらの点にスポットをあてつつ，
日本の現状への示唆をさぐろうとしたのが，わたくし
の研究であった。
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